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何人に対しても国や自治体が保有する全て

の情報の公開を請求する「権利」を認め、国や

自治体に対して請求に応じて情報を公開すべ

き「義務」を課す制度

「権利」の実定化、「公開原則」の確立

（参考文献） 「情報公開制度 運用の実務」（新日本法規）



 憲法第２１条に由来する「知る権利」の具体化

「表現の自由」の実現には、情報を受け取る自由や権利の保障が不可欠

第２１条 集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する。

 憲法第９２条の「地方自治の本旨」（住民自治・団体自治）
に基づく地方自治の実現
条例の目的規定に、「自治体の活動に関する説明責任」、「行政への監視と

参加」、「行政への信頼確保」、「住民と行政との信頼関係の増進」、「開かれた
自治体の実現」などと規定

第９２条 地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本旨に基いて、法律でこれを定
める。

（参考文献） 「情報公開制度 運用の実務」（新日本法規）





プライバシーの権利の保護・確保のため、個人情報を保有・

管理・利用する行政機関や民間の事業者に対し、その適正な

取得・管理・利用のためにさまざまな制限や義務を課すととも

に、その個人情報の本人に対し、自己情報の開示や訂正など

のアクセスを保障し、もって自己情報のコントロールの確保を

図る仕組み。

（参考文献） 「個人情報保護 管理・運用の実務」（新日本法規）



 宴のあと事件（昭和39年9月28日東京地裁判決）

いわゆるプライバシー権は私生活をみだりに公開さ
れないという法的保障ないし権利として理解される。

 石に泳ぐ魚事件（平成14年9月24日最高裁判決）

公共の利益にかかわらない個人のプライバシーに
わたる事項を含む本件小説の出版により公的立場に
ない個人の名誉、プライバシーが侵害され回復困難
な損害を被らせるおそれがあるとして、本件小説の出
版差止めを認めた。



 早稲田大学江沢民主席講演会参加者名簿事件
（平成15年7月2日最高裁判決）

学籍番号、氏名、住所及び電話番号は、秘匿されるべき必要

性が必ずしも高いものではない。

しかし、このような個人情報についても、自己が欲しない他者

にはみだりに開示されたくないと考えることは自然なことであり

法的保護の対象となる。

無断で本件個人情報を警察に開示した行為は不法行為となる。

２裁判官の反対意見あり：社会通念上許容される限度を逸脱

した違法な行為であるとまでいうことはできない。





 前文で知る権利を明記

 公務員の職、氏名、職務遂行の内容の原則開示

 交際費、飲食に係る経費について相手方の役職、
氏名及び予算執行内容の原則開示

 開示請求手数料、文書閲覧手数料は無料、写しの
交付は実費（1枚10円）

（神田前知事の時代にできた仕組み）



情報の公開は、地方自治の本旨にのっとり、公正で民
主的な県政を推進していく上での基礎となるものである。
また、県の保有する情報を広く県民に公開していくことは、

県がその諸活動を県民に説明する責務を全うするととも
に、県政に対する県民の理解を深め、県民と県との信
頼関係を増進していく上で不可欠なものである。
このような認識の下に、県民の知る権利を尊重して、県

の保有する行政文書の開示を請求する権利を明らかに
するとともに、情報の提供に関する施策の充実を図ること
により、透明性の高い、開かれた県政を実現するために、
ここにこの条例を制定する。



 愛知県情報公開条例によって定められています。

○行政文書開示請求による情報の公開

（条例第1条～第18条）

○情報提供による情報の公開（条例第26条）

・行政文書開示請求書による請求が必要
・ 〃 請求があれば原則開示
・ 〃 請求時点で存在する
行政文書をそのまま開示



 文字情報の提供

・新聞、ポスター

・広報パンフレット等の配布

・刊行物等の閲覧、有償頒布、コピーサービス など

 音声・映像による情報提供
・テレビ、ラジオ

・インターネットによる情報の提供 など

 無形情報の提供

・相談、案内 など
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何人も

請求を行うことができる者(条例第5条)

・何人も行政文書の開示を
請求することができる。
・県内に居住しているかど
うかや、日本国籍を有して
いるかどうかなどは問わな
い。
・個人の他、法人・団体も
含まれる。

県外
の方 外国

の方

団体

◆開示請求書の提出（条例第６条）
〔請求方法〕
・窓口（本庁県民相談・情報センター、各地方機関受付窓
口）
・郵送
・愛知県の電子申請・届出システム
・ファクシミリ（※受付確認等が必要）



① 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画及

び電磁的記録であって、

② 当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、

③ 当該実施機関が管理しているもの。

◆行政文書の定義（条例第2条2項）



行政文書は原則開示です。ただし、例外として愛知県
情報公開条例第7条各号に該当する部分のみ、不開
示となります。

愛知県情報公開条例第７条各号

(1) 法令秘等情報

(2) 個人情報

(3) 事業活動情報

(4) 犯罪捜査等情報

(5) 審議等情報

(6) 行政運営情報

この中の
どれかに

該当した場合のみ
不開示



☆ 法人等の情報のうち、不利益になるもののみ不開示。

条例第7条第３号

・ 公にすることにより、当該法人等又は当
該個人の権利、競争上の地位その他正
当な利益を害するおそれがあるもの

・ 法人その他の団体に関する
情報又は事業を営む個人の
当該事業に関する情報

※ ただし、そのなかでも人の生命、身体、健康、生活又は財
産を保護するため、公にすることが必要であると認められ
る情報は公開

不開示

原則
開示

不開示

・ 実施機関の要請を受けて、公にしないと
の条件で、・・・・当時の状況等に照らして
合理的であると認められるもの。



☆ 行政運営情報のうち、事務や事業に支障を及ぼすもののみ不開
示

公にすることにより、当該事務又は
事業の性質上、当該事務又は事業
の適正な遂行に支障を及ぼすおそ
れがあるもの

 県の機関又は国、独立行政法人等、
他の地方公共団体若しくは地方独立
行政法人が行う事務又は事業に関す
る情報

不開示

原則
開示



 【個人情報は原則全て不開示】

・ 個人に関する情報であって、

・ 当該情報に含まれる記述等によ
り特定の個人を識別できるか

（他の情報と照合することにより、

特定の個人を識別することがで
きることとなるか。）

・ 特定の個人を識別できないが、公
にすることによりなお個人の権利
利益を侵害するおそれがあるもの

原則
不開示



原則
不開示

開示

・ 法令等の規定により又は慣行
として公にされ、又は公にする
ことが予定されている情報

【ただし以下に該当する場合は開示】

・ 公務員の職務の遂行に
かかる情報であるとき、その
公務員の職氏名・職務遂行
の内容にかかる部分

・ 生命、財産等を保護するた
め、公にすることが必要であると
認められる情報

開示

開示



 全部開示：請求された行政文書を全部開示する。

 一部開示：請求された行政文書の一部をマスキングして
開示する。

 不開示：請求された行政文書の全部を不開示とする。

 不存在：請求された行政文書を管理していないとして不開
示とする（作成又は取得していない、廃棄済等）。

 存否応答拒否：請求された行政文書があるかないかを明
らかにせず不開示とする（特定の個人の病歴、犯罪歴等）。



請求件数が大量であり、処理しきれない状況
（H19 217件、H20 88件、H21 413件、H22 575件）

大量の開示請求の取下げを交換条件として
①自らを協議会委員にする、②職員を処分する、③女性職
員に対して自らの求めるポーズでの写真撮影に応じさせる、
④大学教授と面談し、謝罪させるなどの要求をする。

開示文書を閲覧しない。

重複、反復した請求が多い。

補正の依頼に応じない。



 これら諸事情に照らすと、一連の開示請求の一環と
してなされた本件開示請求は、条例の定める開示請
求制度の趣旨から乖離し、社会通念上相当と認めら
れる範囲を逸脱するものであることは明らかであり、
権利濫用に該当する。

平成25年3月28日名古屋地裁判決

平成25年10月30日名古屋高裁判決（控訴審）

（確定）





○改正前
各地方公共団体がそれぞれ個人情報保護条例を制定していた。
⇒「個人情報保護」と「データ流通」の両立が要請される中、

団体ごとの個人情報保護条例の規定・運用の相違がデータ流
通の支障となりうる（2,000個問題）。

○個人情報保護法の改正（令和3年5月公布・令和５年４月施行）
■地方公共団体の個人情報保護制度について、全国的な共通ルール

を法律で規定する。
■必要最小限の独自の保護措置のみ条例で定める。
■個人情報保護委員会が全体を所管する。
⇒地方公共団体において、令和5年度からは個人情報保護法が適用



個人情報保護委員会資料より抜粋



生存する個人に関する情報であって、次の
いずれかに該当するものをいう。

・当該情報に含まれる氏名、生年月日その他
の記述等により特定の個人を識別することが
できるもの（他の情報と容易に照合すること
ができ、それにより特定の個人を識別するこ
とができることとなるものを含む。）

・個人識別符号（運転免許証番号等）が含ま
れるもの



１ 本人の氏名
２ 生年月日、連絡先（住所・電話番号）、職位又は

所属に関する情報について、それらと本人の氏名
を組み合わせた情報

３ 防犯カメラに記録された、本人が判別できる映像
４ 特定の個人を識別ることができるメールアドレス

（ootani_ichiro@example.com）
５ DNA、顔の骨格・容貌、虹彩、歩行の態様、指紋
６ 旅券番号、基礎年金番号、運転免許証番号、個

人番号

mailto:ootani_ichiro@example.com


・人種・信条・社会的身分・病歴・犯罪の経歴
・犯罪により害を被った事実
・身体障害、知的障害、精神障害その他の心身
の障害があること
・健康診断等の結果
・医師等により指導、診療、調剤が行われたこと
・被疑者又は被告人として、逮捕、捜索その他の
刑事手続に関する手続が行われたこと
・少年の保護事件に関する手続が行われたこと

⇒行政機関が要配慮個人情報を保有している場
合は、個人情報ファイル簿に記載する。



 個人情報保護法の改正により、地方公共団体にも
匿名加工情報の提供制度が導入されることになった。

匿名加工情報とは、特定の個人を識別することができず、
加工元の個人情報を復元できないように加工された個人
に関する情報

氏名等の削除、住所、生年月日等の項目削除、一般化、
トップコーティング、ノイズの付加、特異な記述の削除等

識別行為の禁止



 匿名加工情報の提供制度を導入する趣旨

新たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊

かな国民生活を実現するため

 事務の流れ

行政機関は匿名加工情報の作成について民間事業

者からの提案を募集する。

審査の上、匿名加工情報制度の趣旨に合致する提案

を採用し、契約締結後、匿名加工情報を作成・提供。



県福祉符号 入所希望者名 入所申出日 年代 性別
介護保険被
保険者番号

都道府県名 住民票住所（市町村）
要介
護度

緊急
度

現在の居場所
（在宅・施設入所の別）

備考

H26.4.11 70代 男 愛知県 名古屋市 4 低 在宅

H29.8.30 60代 男 愛知県 西春日井郡豊山町 3 低 施設入所

H28.7.20
100歳
以上

女 愛知県 犬山市 4 高 施設入所

H22.12.25 90代 男 静岡県 静岡市 5 高 在宅

H20.9.8 80代 女 愛知県 岡崎市 4 中 在宅

H18.5.3 60代 男 愛知県 弥富市 2 低 在宅

H27.10.19
59歳
以下

女 愛知県 豊田市 3 低 施設入所

H25.1.18 90代 男 北海道 中京圏外 5 中 施設入所

削除 削除 削除削除

加工後



行政機関等が個人情報を保有するに当たっては、

所掌事務又は業務を遂行するため必要な場合に限り、
かつ、利用目的をできる限り特定する（法第61条第1
項）。

利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を保
有してはならない（法第61条第2項）。

利用目的の変更は、変更前の利用目的と相当の関連
性を有する場合のみ（法第61条第3項）。



・本人から直接書面に記録された当該本人の個人情報を
取得するときは、次の場合を除き、本人に対し利用目的
を明示する（法第62条）。

①人の生命、身体、財産保護のため緊急の必要
②本人又は第三者の権利利益を害する場合
③事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれある場合
④利用目的が明らかな場合

明示の例：申請書の様式に記載、窓口に掲示等



 行政機関の長等は、「法令に基づく場合」を除き、利用
目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、
又は提供してはならない（法第69条第1項）

 「法令に基づく場合」の例

刑事訴訟法第197条第2項（捜査関係事項照会）

民事訴訟法第186条（調査嘱託）第223条（文書

提出命令）第226条（送付嘱託）

弁護士法第23条の2（弁護士会照会）



例外的に利用目的以外の目的のための利用及び提供

が認められる場合（法第69条第2項）

①本人の同意があるとき又は本人に提供するとき

②行政機関等の内部で利用する場合であって利用に

ついての相当の理由があるとき

③他の行政機関等に提供する場合であって利用につ

いての相当の理由があるとき

④統計、学術研究その他特別の理由があるとき



 保有個人情報開示請求（第77条）

自己を本人とする保有個人情報の開示を請求する。

 保有個人情報訂正請求（第90条）

保有個人情報の内容が事実でないとして訂正を請求する。

 保有個人情報利用停止請求（第98条）

保有個人情報が違法に取得、保有、利用、提供されている

として、利用の停止、消去、提供の停止を請求する。
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 請求を行うことができる者(法第76条)
・本人、本人の法定代理人、本人の任意代理人

 請求の手続方法

・ 本人であることを確認することのできる書類の提示、又は提出

・ 任意代理人は、委任状を提出（委任状の真正性を確認するため、

①委任状に委任者の実印を押印し、印鑑証明書を添付するか、

②委任者の運転免許証等本人に対し一に限り発行される書類

のコピーを添付する。）

◆開示・不開示の判断
・個人情報でも本人の情報は開示



原則開示
以下は不開示情報

(1)  個人に関する情報（１号・２号）
(2)  法人等に関する情報（３号）
(3)  公共の安全等に関する情報（５号）
(4) 審議、検討等に関する情報（６号）
(5)  事務又は事業に関する情報（７号）

制度趣旨
例 外

旧条例（愛知県個人情報保護条例）上の不開示情報
と実質的な変更はない。



 開示請求者（代理人が開示請求する場合は、本人）の生
命、健康、生活又は財産を害するおそれがある情報

（１号）

（例１） 患者の精神状態等から、開示することで病状等

の悪化をもたらすことが予見される場合の患者の病状

（例２） 虐待を受けている未成年者の児童相談記録等を

親が開示請求する場合で、開示することにより児童虐待

の悪化等をもたらすことが予見される場合

不開示情報（個人に関する情報）



 開示請求者以外の特定の個人を識別することができる
情報（例：開示請求者以外の氏名、住所、生年月日）

 開示することにより、開示請求者以外の個人の権利利
益を侵害するおそれがある情報（例：匿名の作文）
（２号）

ただし、次の場合は開示
①法令や慣行で開示請求者が知ることができる情報
②生命、健康等を保護するため開示が必要な情報
③公務員の職務遂行情報

不開示情報（個人に関する情報）



・県等が行う事務又は事業に関する情報であって、開示す

ることにより、当該事務事業の適正な遂行に支障を及ぼ

すおそれがあるもの（７号）

（例）病院等の関係機関から任意に聞き取った情報であり、

開示することにより関係機関からの情報収集が困難に

なるおそれがある情報

不開示情報（事務又は事業に関する情報）



（例）各種試験結果

生活保護ケース記録

相談記録

・請求内容が「請求者に係る」 ものが対象。

→請求者自身が対象となる文書や情報の場合に、

適切な場合が多い。

・一般的な行政文書全般が対象。

→仮に、請求者自身が対象となる情報が含まれてい

ても、個人情報として不開示となる。

また請求する内容如何によっては、存否応答拒否

となる場合も。

請求者自身の
情報かどうか

保有個人情報開示請求

行政文書開示請求
いいえ

はい



 知事のリコール
知事のリコールについて署名していない人が、居住す
る市町村に個人情報開示請求したところ、署名簿に
記載された自分の署名が開示決定された。

県選挙管理委員会は約43万人分の署名が提出され
たと発表。その後の調査で8割以上が無効（同一人によ
る署名など）と判明。
大量の署名が偽造された疑いがあることから、県選挙

管理委員会は県警本部に告発。



 学術会議の任命拒否
学術会議の任命を拒否された学者が、任命の係る本

人の保有個人情報を国（内閣府）に対して開示請求し
たところ、不開示（存否応答拒否）決定された。

国の審査会は、この決定を取り消すべきであると答申
（令和5年8月7日）
開示請求者は、自身が会員候補者であると知り得る
立場にある。
開示請求者が会員候補者であることは事実上広範に
知られており、公知の事実になっていた。



訂正請求

開示を受けた保有個人情報の内容が事実でないと思料すると
き、訂正（追加又は削除）を請求することができる。

訂正請求は、当該訂正請求に係る保有個人情報の開示を受け
た日から起算して90日以内にしなければならない。

■具体例 私はうつ病ではなく、うつ状態だから、診断名の「うつ
病」を「うつ状態」に訂正せよ。➡不訂正



開示を受けた保有個人情報の内容が次のいずれかに該当すると
思料するとき、利用の停止、消去又は提供の停止を請求すること
ができる。

・違法に保有、取得されたものであるとき
・違法に提供されているとき etc

利用停止請求は、当該利用停止請求に係る保有個人情報の開示
を受けた日から起算して90日以内にしなければならない。

■具体例︓違法に取得した私の住民票の利用を停止せよ。
➡利用不停止

利用停止請求



 「行政手続における特定の個人を識別するための番
号の利用等に関する法律」（番号法）

（平成25年5月31日公布、平成27年10月5日施行）

住民票を有する全ての人に、一人一つの番号（個人番号）を付
し、複数の機関に存在する個人の情報が同一人の情報である
ことを確認することにより、社会保障、税等の分野で効率的に
情報を管理し、国民の利便性を高める。

特定個人情報（個人番号を含む個人情報）



 システム上の保護措置
・特定個人情報は、国により一元管理されるのではなく、個々の行政機関にお

いて分散管理

・行政機関同士の特定個人情報の照会、提供について、個人番号を符号置換、

通信の暗号化による提供

 制度上の保護措置
・番号法に規定された事務以外は、特定個人情報の収集、利用、提供を禁止

・違法行為についての罰則の強化

・個人情報保護委員会が、各行政機関の特定個人情報の取扱いを監視、監督

・特定個人情報保護評価（マイナンバー保護評価Webで閲覧可）

・マイナポータルによる情報提供等記録の確認





 情報公開審査会（情報公開条例第20条）

行政文書の開示決定等に対して、行政不服審査法に基づく審査請求が

あったときに、実施機関からの諮問に応じて調査審議する。

情報公開に関する事項について調査審議する。

 個人情報保護審議会（個人情報保護法第105条）

保有個人情報の開示決定等に対して、行政不服審査法に基づく審査請

求があったときに、実施機関からの諮問に応じて調査審議する。

個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見を

聴くことが特に必要な事項を調査審議する。



 インカメラ審理

不開示部分を見分した上で、不開示とした判断が妥

当かどうかを判断する。

（裁判では、裁判所が不開示部分を見ることはでき

ない。（裁判の公開の原則））

 ヴォーン・インデックス

文書に記録されている内容を指定する方法により分

類し、整理した資料を作成し提出するよう求めること。



御清聴ありがとうございました。

終


